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石油政策と流通競争基盤の形成
一 石油元売のチャネル構築と外貨割当制度-






























































年2 月に［石油配給統制規則］「原油取締規則」が廃止され、4 月14 日に「石油配給公団法」




















3. 元売制度の発足 とマーケティング ・チャネルの確立
（1）元売制度の発足1949
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石油（1988）,p.442、高倉秀二（1990))'*。これらめことから元売の優位性は、製品の安定供給元と
して元売制度の発足当時において確立していた。
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ことになった（亀井商店（1984),p.245 ）。1951









年（昭和24年）9 月22 日にGHQ は、「太平洋岸製油所復旧計画の許可に関する覚書」27によっ
て各社別の復旧計画を許可し、精製業界は再建に着予できることになった。
















































































12 経営論集 第49号（1999 年3 月 ）
ち得なかったが特約店SS （DealerOwn,DealerOperated ；DODO ）の開発に よって、特約店は元
売への交渉力(bargainingpower ）を確実に高めていった。この要因をしても、販売網 の整備を急く
元売にとっては、特約店に よるss 開発は歓迎すべきものであった。
ガ ソリン需要は、1950 年から55年 の5 年間に460 千ki から2,663 千kl 、5.8 倍と驚異的 な伸びを示
し、この伸びは衰え ることなく伸び続けるものと考えられた。事実、 オイルショックまでは、毎年10
％を越える驚異的なペ ースでガソリン需要は伸び続けるたのである。
しかし各社の給油所の建設はこの需要を越えるスピ ードで進められた。固定式のss は、」953 年に
は1,029 ヵ所であったが、各社がいっせいに建設を始めた54 年には1,442 ヵ所となり、そして56 年、57
年には、そ れぞれ1,621 、1,459 ヵ所、合計3,080 ヵ所 の建設が行われた。固定式ss 数が確認でき
る1953 年から10 年間の需要は、3.67 倍に急増したが、同期間のss 数は、何と13 倍まで膨れ上がって
いる。需要が同様に13 倍まで増加したのは、1974年であり、ss 建設は約10 年間の需要の先取 りが行
われた計算になる。1953 年にはlSS 当たり174.4k1/ 月であった販売量は、こ の建 設 ラッシュを受
け、56 年には84.5k り月、62 年には49.1kl/ 月まで下落し、販売量は1/3 以下まで激減した、「過剰投
資に よるコスト負担は、販売量の減少に よって加重 され、安売 りに よるシェア競争の展開（共同石





の充実に よって徐々に持ち届け制度を充実させてい った（日本石油 （1988）,p.599 ）。
石油製品は、規格品35であり、この取引条件でぱ油槽所を出た製品がどのように流 れていくか元




高める」（石原（1982 ）、p.207 ）と述べているが、この持ち届け制度 の確立によって元売は管理範囲
を急速に拡大することができた。この配送網の整備に伴い不要となった特約店所有の油槽所などは



















































石油配給統制を配給組織とするのは当初1 年間の予定であったが、結局1 年間延長 された。石油配給統制
は、1946年にガリオア資金（GovernmentandReliefinOccupiedAreas: 占領地救 済基金）などによって
石油製品の輸入が開始されると、受領、貯蔵及び配給機関として貿易省の輸入業務 の代行機関にも指定さ










年当時の販売業者の格差は、「一方で月間LOOOkl 売っているのもがいるのに、一方では2 ～3kl しか
売れない業者が多勢いた」 と明確であった。転廃業者は1946 年6 月「転廃業者復帰同盟」を結成し、復帰
希望者の復帰対策を既存業者と話し合った。復帰同盟は、既存業者に対し「1 店当たりの最高販売量を決
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（2,000BD 、1950年4 月1 日）、東亜燃料和歌山石油所（7,OO0BD,1950 年7 月1 日）、三菱石油川崎製油
所、興亜石油麻里製油所にも修理、復旧の許可とクラッキング原料の供給の考慮が打ち出された。これら














重油の使用目的は、水産、船舶の内燃機関用としてA 、B 重油、鉄鋼、窯業の炉に使用する低硫黄B 、C
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（1998 年10 月20 日受理）
